
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業番号 334

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（農林水産省）

対策の柱立て（大区分） Ⅲ．暮らしの安心・地域活性化

担当部局 生産局

対策の柱立て（中区分） ２．地域の特色を生かした地域活性化

対策の柱立て（小区分①）
（３）農業の体質強化など地域の特色を生かした地域経済の活性化と住
みよい地域の構築の加速

担当課 総務課生産推進室

対策の柱立て（小区分②）

対策における施策の名称
農林水産業の基盤整備等：農地・農業用施設の整備、地域が抱える課題に対処する強い農業づくり交付金、木造公
共施設整備（再掲）

（事業名） 農林水産業の基盤整備等（強い農業づくり交付金） 新規/既存

平成24年度補正予算額 215億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

　　　　一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

産地における加工・業務用需要への対応等による販売量の拡大、高付加価値化等による販売価格の向上、生産・流
通コストの低減に向けた取組に必要な共同利用施設の整備等を支援するため、都道府県向けに交付金を交付。

実施方法

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

①これまでの国費要望上限額（１億円）を撤廃し、大規模な施設の整備にも対応可能としたことや、②現在使用している米、麦等
の共同乾燥調製施設の機能高度化等に取り組みやすくするため、処理量等の増加条件を廃止するなどの要件緩和を実施。

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

http://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/t_tuti/h24/index.html

交付決定済額 215億円
（25年６月末時点で60％、25年９月末時点で90％、25年12月末時点で100％）

契約額 430億円
（25年６月末時点で40％、25年９月末時点で80％、25年12月末時点で100％）

25年12月末時点での経済波及効果 約830億円（産業連関表による試算値）
（25年６月末時点での経済波及効果 約500億円）

６月１日時点

６月１日現在での都道府県への割当内示額は、
21,500百万円（100％）となっている。

都道府県から交付申請が提出され次第、速やかに
交付決定を実施することとし、６月１日時点での
都道府県への交付決定額は14,366百万円（66.8％）
となっている。

地方公共団体執行分は、６月１日時点で、予定
80団体中、計61地方公共団体において実施済み。

国 

都道府県 

農業者の組織する団体 等 

交付決定済 

（交付決定済率 66.8％） 

交付決定済 

（交付決定済率 76.3％） 
割当内示済 

（81.1％） 

割当内示済 

（100％） 

新規 既存 

直接実施 委託・請負 補助金 負担金 交付金 貸付金 その他（  ） 

http://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/t_tuti/h24/index.html

